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3. 二層式低騒音舗装の破損実態と推移

Damage Status and Transition of Dual-layers Low-noise pavements

技術支援課 橋本喜正、○日高智仁、狹間 博

1. はじめに

東京都では，都道での沿道に対する騒音対策とし

て、平成7年度から骨材最大粒径13mmとした一層タ

イプの低騒音舗装（以下13mmという）を，また平成

17年度からは優先対策道路区間において，更なる騒

音低減効果を確認した二層タイプの二層式低騒音舗

装を導入してきた。二層式低騒音舗装は路面の最上

層に小粒径（最大粒径5mm）の骨材を適用する事で

騒音低減の効果を発揮するが，骨材飛散の経年変化

や騒音値との関連において横断的に取りまとめられ

ていなかった。そこで実際に供用されている二層式

低騒音舗装の耐久性及び機能の経年変化を明らかに

することを目的として現在供用中の現道において、

二層式低騒音舗装の路面性状調査を行い、主な破損

要因である骨材飛散量の把握を行った結果と、過年

度より調査してきた破損実態調査の結果を分析・考

察した結果を報告する。

2. 調査概要

本調査では、表-1に示す項目について実施した。

また、過年度も含めた調査路線とその施工年度は表-

2に示すとおりである。

表-2 調査区間

3. 路面性状現地測定

3.路面性状現地測定

(1)測定項目と使用機械

現地踏査を実施した箇所について路面性状測定車

を用いて夜間に測定を行った。測定項目と測定内容

は、表-3に示すとおりである。

表-3 調査項目

3. 路面性状現地測定

工 種 種 別 備 考

路面性状現地測定
路面性状測定装置によ
る（測定は夜間）

路面性状計算処理
わだち掘れ、路面のき
め、骨材飛散量

過去４か年の骨材飛散量の経年変化分析

骨材飛散量の解析による大雪の影響分析

二層式骨材飛散量の経年変化

二層式路線の共用年数別の平均横断形状

わだち掘れ深さと骨材飛散量との相関分析

破損実態調査結果と路面騒音との関連分析

路面性状
現地測定

過年度調
査データ

の
分析

表-1 調査項目

表-12 転がり抵抗係数の補正値

工区
舗装

種別

転がり

抵抗係

数

IRI

(mm/m)

転がり抵

抗差分

（IRI=1.

36との差

分）

転がり

抵抗補

正値

一層式

低騒音

舗装と

の比率

二-1
二層式

低騒音

舗装
0.0154 1.88 -0.0004 0.0150 90%

低-1
一層式

低騒音

舗装
0.0180 3.81 -0.0013 0.0167 100%

密-1
密粒

度舗装
0.0167 1.88 -0.0004 0.0163 98%

遮-3
遮熱性

舗装
0.0193 2.80 -0.0009 0.0184 110%

図-17 IRI補正による転がり抵抗の比較

(3) 二層式低騒音舗装の燃費性能

既往の検討2)では表-13に示す転がり抵抗係数と燃

料消費率の関係式が示されている。一般国道や市町

村道の平均的な走行速度に近い40km/hの式で前項(2)

の補正した転がり抵抗係数を基に、一層式低騒音舗

装を基準として燃料消費率を比較すると、表-14に示

すとおり、二層式低騒音舗装は2.4%向上しており、

従来の一層式低騒音舗装と比較し、低燃費であると

いえる。

表-13 転がり抵抗係数と燃料消費率の関係式

表-14 各舗装の燃料消費率の試算

工区 舗装種別
転がり抵抗

補正値

燃料消費率

(km/l)

一層式低騒

音舗装との

比率

二-1
二層式

低騒音舗装
0.0150 12.35 102.4%

低-1
一層式

低騒音舗装
0.0167 12.06 100%

密-1 密粒度舗装 0.0163 12.13 100.6%

遮-3 遮熱性舗装 0.0184 11.78 97.6%

7. おわりに

本調査では、現在供用中の都道における転がり抵

抗の現状を把握し、低燃費舗装の判断指標に資する

ことを目的に、舗装種4種類、13箇所の転がり抵抗と

路面性状を測定した。この結果、供用年数1年未満の

工区を劣化が少なく、舗装本来の性能だと仮定する

と、既報２）の排水性舗装(13)の転がり抵抗係数と比

較して、二層式低騒音舗装の転がり抵抗係数は12%

低減した。また、二層式低騒音舗装は今回調査対象

とした舗装の中で、転がり抵抗係数が最も低く、低

燃費の傾向にある結果が得られた。

最後にこの調査に関する当センターとの合同検証

者として多大なご協力をいただいている東京都建設

局道路管理部保全課の各位に対して、深甚なる感謝

の意を表する。
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4.調査及び分析の結果

ここで、調査及び分析の結果を示す。ただし、表

-2 に示した調査路線のうち、No.23、No.24、No.26

の調査は平成 29 年度に１度のみで、No.25、No.29

は調査期間中に補修が行われている。これらの路線

は経年変化を観察する目的には適さないため、経年

変化の分析から除外した。

(1)過去４ヵ年の骨材飛散量の経年変化分析

本年度調査対象路線のうち補修された No.29 を除

いた箇所の過去 4 年間の骨材飛散量を算出した結果

を図-5に示す。全路線とも経年により骨材飛散量が

増加していることが確認できた。

図-5 過去 4年間の骨材飛散量

(2) 骨材飛散量の解析による大雪の影響分析

平成30年1月22日には東京で20cmを超える大雪が観

測された。大雪の際には、路面に入り込んだ水分の

凍結膨張や、車のチェーンによる打撃により骨材が

飛散する可能性がある。それによる骨材飛散量の増

分を本年度調査結果から分析した。

調査を行った6路線に対するストレートエッジ法(l

=0.5m)による骨材飛散量の経年変化を図-6に示す。

図-6 ｽﾄﾚﾄｰﾄｴｯｼﾞ法による骨材飛散量の経年変化

調査の結果、サンプリングした 6 箇所では、平成

30年度の積雪前後における骨材飛散量の急増などの

大雪の影響は確認できなかった。

(3)二層式骨材飛散量の経年変化

二層式路線全てを一つのグループとして、骨材飛

散量と供用年数に伴う変化の関係を箱ひげ図として

図-7に示す。箱ひげ図は表-2の調査区間において二

層式路線平均の骨材飛散量の進行を表す。

図-7 ｽﾄﾚｰﾄｴｯｼﾞ法による骨材飛散量の経年変化

箱ひげ図より供用年数 3 年頃までは骨材飛散量は

少ないが、それ以降から増加し供用年数 7 年頃から

骨材飛散量の増加は減速する。また、供用年数が大

きくなるほど骨材飛散量が増加し、分布は広がる傾

向にあることが読み取れる。

(4) 二層式路線の共用年数別の平均横断形状

二式路線において、供用年数別に断面形状を平均

した結果を図-8に示す。各断面の中心を合わせ、平

均を行っているが幅員が異なるデータを平均してい

るため、データ数が限られる供用10～12年における

端部の形状は不連続に変化している。

図-8から以下のことが読み取れる。

①供用年数 3 年以内ではわだち部の摩耗があまり進

行していないが、供用 4～6年頃急速に進行する。

②供用7～9年後にはわだち部の摩耗は上限に達する。

その後はわだち部の摩耗にあまり変化は無いが、わ

だち部のアスファルトが流動したか、もしくは中央

部以外の骨材が飛散して全体が下がった結果、供用

10～14年後には中央部が盛り上がる横断形状となっ

た。

③概ね 4.(3)で述べた骨材飛散量と同様の傾向があ

る。
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※凡例は「路線名 : 舗装種別 : 施工年度」を示す

測定に使用した車両および路面性状自動測定装置

は、㈶土木研究センターが実施した性能確認試験に

合格したものを使用した。路面性状測定車の外観は

写真-1に示すとおりである

写真-1 路面性状測定車

(2)路面性状計算処理

路面性状測定後、わだち掘れ量、路面のきめ深さ、

骨材飛散量は評価区間を 10m、100m の 2 種類で計算

処理を行った。

1)わだち掘れ解析

わだち掘れは測定車によって記録された横断形状

データと画像情報を用いて、専用の解析ソフトウェ

アにより解析を行った。解析ソフトウェアはレーン

マーク間の横断形状を抽出し、図-1の要領で 1断面

に対し外側わだち部・内側わだち部のわだち掘れ量

（D1，D2）を㎜単位で読み取り、いずれか大きい値

を測定断面のわだち掘れ量とした。

図-1 わだち掘れ量の定義１）

2)路面のきめ深さの計算

路面のきめ深さは横断形状から求めた。横断形状

における隣り合う測点の高さの差を求め、その上位

10％を除く平均値を路面のきめ深さとした。なお、

上位 10％を除く理由は、ひび割れ、施工境、マンホー

ル、落ち葉等の骨材以外の凹凸要因を排除するため

である。路面のきめ深さの計算に用いる横断形状は、

横断方向 10mm間隔に内挿したものを用いた。

図-2 路面のきめ深さの求め方

3)骨材飛散量の計算

骨材飛散量は測定した横断形状から、骨材飛散の

損傷程度を面積等で数値化した。

横断形状は骨材による微細な凹凸とわだち掘れに

よる大きな凹凸から構成されるが、これまで、骨材

飛散量は両者の合計を求めることで算出されてきた。

本調査では従来の水糸法（図-3）による骨材飛散の

評価の他に、ストレートエッジ法（図-4）により骨

材飛散の調査を行った。

図-3 水糸法による骨材飛散量評価概念図

図-4 ｽﾄﾚｰﾄｴｯｼﾞ法による骨材飛散量評価概念図

ストレートエッジ法は図-4のとおり、幅員幅 L の

横断形状を一定の区間幅 ℓで分割して，分割された

各区間に対して水糸法による骨材飛散量を計算し，

各区間の骨材飛散量の合計をその横断形状の骨材飛

散量とする評価法である。
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骨材飛散量の増加は減速する。また、供用年数が大

きくなるほど骨材飛散量が増加し、分布は広がる傾

向にあることが読み取れる。

(4) 二層式路線の共用年数別の平均横断形状

二式路線において、供用年数別に断面形状を平均

した結果を図-8に示す。各断面の中心を合わせ、平

均を行っているが幅員が異なるデータを平均してい

るため、データ数が限られる供用10～12年における

端部の形状は不連続に変化している。
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①供用年数 3 年以内ではわだち部の摩耗があまり進

行していないが、供用 4～6年頃急速に進行する。
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部以外の骨材が飛散して全体が下がった結果、供用
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データと画像情報を用いて、専用の解析ソフトウェ

アにより解析を行った。解析ソフトウェアはレーン

マーク間の横断形状を抽出し、図-1の要領で 1断面

に対し外側わだち部・内側わだち部のわだち掘れ量

（D1，D2）を㎜単位で読み取り、いずれか大きい値

を測定断面のわだち掘れ量とした。

図-1 わだち掘れ量の定義１）

2)路面のきめ深さの計算

路面のきめ深さは横断形状から求めた。横断形状

における隣り合う測点の高さの差を求め、その上位
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ル、落ち葉等の骨材以外の凹凸要因を排除するため

である。路面のきめ深さの計算に用いる横断形状は、

横断方向 10mm間隔に内挿したものを用いた。

図-2 路面のきめ深さの求め方

3)骨材飛散量の計算

骨材飛散量は測定した横断形状から、骨材飛散の

損傷程度を面積等で数値化した。
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よる大きな凹凸から構成されるが、これまで、骨材

飛散量は両者の合計を求めることで算出されてきた。

本調査では従来の水糸法（図-3）による骨材飛散の

評価の他に、ストレートエッジ法（図-4）により骨

材飛散の調査を行った。

図-3 水糸法による骨材飛散量評価概念図

図-4 ｽﾄﾚｰﾄｴｯｼﾞ法による骨材飛散量評価概念図

ストレートエッジ法は図-4のとおり、幅員幅 L の

横断形状を一定の区間幅 ℓで分割して，分割された

各区間に対して水糸法による骨材飛散量を計算し，

各区間の骨材飛散量の合計をその横断形状の骨材飛

散量とする評価法である。
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2) 骨材飛散量と騒音値の関連

各路線、調査年度について、骨材飛散量と騒音値

を図-10に示す。

概ね骨材飛散量と騒音値は同じ傾向を示している。

3) 重回帰による騒音値との関連分析

①変数間の相関行列による説明変数選択

騒音値が測定されている二層式路線において、騒

音値と他の測定値との関係性を定量化するために、

重回帰分析を行った。説明変数間に高い相関がある

と多重共線性により偏回帰係数の評価が困難になる。

そのような説明変数を調べるため、変数間の相関行

列を求めた結果を表‐6に示す。

表-6 変数間の相関行列

※ハッチング箇所は強い相関を示す

強い相関がある以下の説明変数は、似た性質を表

す指標である可能性が高い。

・わだち掘れと水糸法骨材飛散量の相関が高いため、

図-10 ストレートエッジ法(l=0.5m)による骨材飛散量と騒音値の関連

図-9 騒音値と破損実体調査評価値の変化
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骨材飛散

量(mm3)

水糸法飛

散量(mm3)

供用年数
(年)

路面きめ
深さ(mm)

ひび割れ（％） 1.00 0.25 0.31 0.40 0.28 0.22 0.37 0.31

わだち掘れ量(㎜) 0.25 1.00 0.16 0.65 0.67 0.76 0.49 0.71

平坦性(mm) 0.31 0.16 1.00 0.47 0.02 -0.02 0.52 0.07

大型車
累積交通量

0.40 0.65 0.47 1.00 0.49 0.41 0.78 0.57

ストレートエッジ法
(L=0.5m)

骨材飛散量(mm3)
0.28 0.67 0.02 0.49 1.00 0.63 0.40 0.86

水糸法飛散量(mm 0.22 0.76 -0.02 0.41 0.63 1.00 0.29 0.57

供用年数(年) 0.37 0.49 0.52 0.78 0.40 0.29 1.00 0.46

路面きめ深さ(mm) 0.31 0.71 0.07 0.57 0.86 0.57 0.46 1.00

(5)わだち掘れ深さと骨材飛散量との相関分析

各路線、各調査年度における平均わだち掘れ深さ

とストレートエッジ法(l=0.5m)による骨材飛散量の

相関係数を表-4に示す。

表-4 わだち掘れ深さとストレートエッジ法  

(l=0.5m)による骨材飛散量の相関係数

調査年度により相関係数は大幅に変化しているが、

表-4における全路線、全調査年度の相関は0.66であ

り、わだち掘れ深さとストレートエッジ法による骨

材飛散量は全体としては相関が認められた。

(6) 破損実態調査結果と路面騒音との関連分析

1)目視による破損実態調査と路面騒音値の関連

過年度に実施した目視による破損実態調査結果と、

路面騒音値を各路線について図-9に示す。なお、騒

音値の記録が無かった路面種別が密粒や13mmや、二

層式の一部の路線は除外している。

騒音値と目視ランクは年々悪化しており、騒音値

と破損実態調査結果は、同じ傾向を示している。

また、破損実態調査は、ランク2～3程度で頭打ちに

なる事が多い。（目視評価ランクは表-5参照）

表-5 目視評価ランクと評価の目安

路線 H26.10 H27.10 H28.11 H29.12 H31.01

No.01_柿の木坂１ 0.68 0.65 0.32 0.28 

No.02_栗原３ 0.36 0.59 0.48 0.83 

No.03_南馬込１ 0.62 0.32 0.91 0.28 -0.13 

No.04_北千束１ 0.76 0.76 0.79 0.52 

No.05_大森西２ 0.16 0.65 0.02 -0.50

No.06_野方６ 0.92 0.54 0.66 0.60 

No.07_堀ノ内１ -0.51 0.79 0.78 0.82 

No.08_南馬込２ 0.69 0.71 0.18 0.15 

No.09_南馬込２ 0.74 0.71 0.58 0.34 

No.10_一之江２ 0.86 0.26 -0.50 -0.03 -0.22 

No.11_和泉１ 0.85 0.49 0.46 0.79 

No.12_小竹町２ 0.70 0.54 0.61 0.72 

No.13_江戸川６ 0.38 0.62 0.67 0.69 

No.14_十条仲原３ -0.11 0.72 -0.05 -0.03 

No.15_島根３ 0.32 0.92 0.32 0.28 

No.16_高円寺南４ 0.69 0.97 -0.33 0.45 

No.17_東山町 -0.03 0.70 0.22 0.84 

No.18_一之江１ -0.47 -0.04 0.21 0.02 0.07 

No.19_上十条５ 0.60 0.75 0.12 -0.50 

No.20_椿２ -0.39 0.08 -0.34 0.74 

No.21_大杉４ 0.19 0.25 -0.32 0.59 

No.22_一之江７ 0.19 0.57 0.03 

No.23_大森西２ 0.04 

No.24_大和町１ 0.13 

No.25_小茂根３ 0.77 0.56 0.38 0.80 

No.26_豊玉南３ 0.58 

No.27_東十条４ 0.09 

No.28_大井６ 0.10 0.18 0.19 0.68 0.30 

No.29_豊玉南２ -0.44 0.07 0.16 0.35 0.63 

No.30_関原３ 0.72 0.90 -0.56 0.74 0.81 

図-8 共用年数別の平均断面形状
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4
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2) 骨材飛散量と騒音値の関連

各路線、調査年度について、骨材飛散量と騒音値

を図-10に示す。

概ね骨材飛散量と騒音値は同じ傾向を示している。

3) 重回帰による騒音値との関連分析

①変数間の相関行列による説明変数選択

騒音値が測定されている二層式路線において、騒

音値と他の測定値との関係性を定量化するために、

重回帰分析を行った。説明変数間に高い相関がある

と多重共線性により偏回帰係数の評価が困難になる。

そのような説明変数を調べるため、変数間の相関行

列を求めた結果を表‐6に示す。

表-6 変数間の相関行列

※ハッチング箇所は強い相関を示す

強い相関がある以下の説明変数は、似た性質を表

す指標である可能性が高い。

・わだち掘れと水糸法骨材飛散量の相関が高いため、
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4. 中温化混合物の適用性に関する調査報告

Applicability Report on Warm Mix Asphalt

技術支援課 橋本喜正、○関根 淳

1. はじめに

この報告は、平成 22 年度から平成 30 年度にわたっ

ておこなった添加剤型中温化混合物を中心とした物理

特性および熱劣化や老化度合いに関する室内試験結果

をまとめ、その性状特性を再確認するとともに、都道

への適用の可能性を検討したものである。

中温化アスファルト混合物とは、一般的に、中温化

技術を用いて新規・再生加熱アスファルト混合物の標

準的な製造温度（およそ 155～175℃）よりも 30℃程

度低減しつつ、かつ必要とする舗装の品質が確保でき

る混合物と定義されている。

中温化アスファルト混合物は、欧州で開発され 2000

年頃米国へ導入されている。その後急速に普及し、

2010 年時点で全米の生産量は 4,600～4,700 万 t（全

製造比 13%）であり、全世界で最大の生産国となって

いる 1)。イエローストーン国立公園内の舗装が中温化

混合物で敷設された点をとりあげ、環境保護、CO2 削

減の有力技術のひとつとして読者へ論考喚起する雑誌

もある 2)。

いっぽう、日本では 2009 年時点において中温化混

合物の全製造比は 0.1%程度であった。相対的に低温度

でも目標締固め度が確保できる特徴から、近年は寒冷

地において採用される事例が徐々に増えつつある（敷

均し温度の制約も緩和できる）が、積極的または“通

常”混合物で採用するまでには一般化していない。

中温化混合物舗装の適用上の利点は、表－1 にしめ

すように、CO2 排出削減をはじめとして多様である。

日本国内においては製造段階における CO2 削減効果を

強調することが多い。いっぽう米国においては、通常

アスファルト混合物よりも高い締固め度が確保できる

ことから、アスファルト舗装表面の平坦性向上や舗装

路面のころがり抵抗性の抑制による走行車両の燃費改

善効果を強調すべきという議論もある。製造時の一時

の CO2 排出削減効果よりも舗装のライフサイクル期間

内においてトータルで自動車輸送関連、インフラ整備

分野からの CO2 削減効果が期待できるのではないかと

いう視点で議論されている。

いずれにしても、中温化アスファルト混合物は将来

的にグローバルスタンダードになるものと考えられる。

この報告は、中温化アスファルト混合物の都道への導

入を図る過程で、その是非を判断する基礎資料とする

ため、基礎的性状に関する室内試験結果を総括する。

2. 室内試験

室内試験は、中温化（剤）混合物と通常型混合物と

の比較、および中温化（剤）混合物の種類別比較を主

眼に実施した。中温化（剤）混合物の目標混合（製造）

表－1 中温化混合物舗装の適用上の利点 1)

新
設

補
修

CO2排出削減 地球温暖化防止 ○ ○

化石燃料消費量削
減

資源枯渇抑制 ○ ○

環境改善 作業員の衛生環境改善 ○ ○

舗設時間短縮 工期短縮，工事事故低減 － ○

沿道環境改善 工事騒音暴露時間短縮 － ○

走行環境改善 工事渋滞時間短縮 － ○

初期わだち発生抑
制

初期走行安全性の向上 － ○

交通（早
期開放）

項　　　目 社会的効果

工事条件
別効果

混合物
製造

舗設

 

代表としてわだち掘れ量を用いる。 

・大型車累積交通量と供用年数の相関が高いため、

代表として大型車累積交通量を用いる 

・ストレートエッジ法と路面きめ深さの相関が高い

ため、代表としてストレートエッジ法による骨材飛

散量を用いる 

以上より重回帰分析で用いる説明変数はひび割れ

率、わだち掘れ量、平たん性、大型車累積交通量、

ストレートエッジ法骨材飛散量とした。 

②重回帰分析の結果 

式-1に示すように各説明変数及び目的変数xi (i=0,

1,…)に対して、平均値x ̅を引き、標準偏差σで割ると

各変数は平均0、標準偏差1に標準化される。それに

より重回帰分析結果に偏回帰係数が与える影響の大

きさを相互に比較することが出来る。 

𝑥𝑥𝑥𝑥ｉ� =
𝑥𝑥𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖 − �̅�𝑥𝑥𝑥
𝜎𝜎𝜎𝜎

 

説明変数には路面性状値であるわだち掘れ量、ひ

び割れ率、平たん性に追加し、ストレートエッジ法

骨材飛散量、大型車累積交通量を用いた。偏回帰係

数の標準化を行った重回帰分析の結果を表-7に示す。

相関係数Rは0.90、決定係数R2は0.80、p値の通り切

片以外は有意水準1%以下で有意である。 

 

表-7 各説明変数の偏回帰係数の標準化結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重回帰分析の結果より以下のことが言える。 

・説明変数の重みは、大型車累積交通量、平たん性、

わだち掘れ量、ストレートエッジ法(l=0.5m)骨材飛

散量、ひび割れ率の順に大きい。 

・大型車交通量は H24 及び H27 交通センサスの値を

用いているが、年度により大きく変化することは無

い。そのため大型車交通量を年度で累積した大型車

累積交通量は、表-6で示した通り供用年数と相関が

高い。従って、大型車累積交通量の重みが最も大き

い要因は供用年数に寄るのか、大型車の通行による

ものか、その両方によるものかを分離する事は困難

である。 

5. まとめ 

 今回の調査から調査対象路線は限定的であるもの

の以下の知見を得ることができた。 

①二層式の平均的な骨材飛散量の経年変化は、供用

年数3年頃まで骨材飛散量が低い状態を維持している

が、それ以降増加する。しかし、供用年数7年頃にな

ると骨材飛散量の増加は減速する傾向がある。 

②わだち掘れ深さとストレートエッジ法による骨材

飛散量の相関は、路線や調査年度によって全く異な

るものの、全体としては相関が認められた(相関係数

0.66)。 

③破損実態調査結果と路面騒音との関連分析より、

騒音値と骨材飛散量、目視による破損実態調査の評

価は、類似の変化を示すことが解った。また、重回

帰分析の結果、路面騒音の悪化は大型車累積交通量

(又は供用年数)の影響が大きい事が解った。 

以上の知見を今後の二層式低騒音舗装の耐久性面

への課題に生かして行く予定である。 

最後にこの調査に関する当センターとの合同検証

者として多大なご協力をいただいている東京都建設

局道路管理部保全課の各位に対して、深甚なる感謝

の意を表する。 
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式-1 

説明変数
標準化

偏回帰係数
p値※

切片 0.00 1

ストレートエッジ法(l=0.5m)

骨材飛散量(mm3)    （ａ）

大型車累積交通量   （ｂ） 0.67 <0.01

わだち掘れ(㎜)平均 （ｃ） 0.13 <0.01

ひび割れ（％）計　（ｄ） 0.06 <0.01

平坦性(mm)　（ｅ） 0.15 <0.01

※p値：標準化偏回帰係数が0である確率

0.09 <0.01

－ 46 － － 47 －




